
  
 
生活困窮・孤立者を早期に把握し、必要な支援につなぐため、地

域のネットワークの構築や、民間事業者・公的機関と地方自治体と
の連携強化、総合相談体制の強化等を図る。 
 
 
 
個々の生活困窮者のニーズやステージに応じて、パーソナルサポ

ートの観点から、生活・就労支援員、民生委員、ピアサポーター等が
チームとなり、対象者に寄り添いながら、計画的・きめ細かな支援を
実施。  

  

 

 

これまでの公的機関による支援だけでなく、ＮＰＯや社会福祉法人
などの民間機関との協働により、就労・生活支援事業を展開。  

  

 

 

 
社会的な自立に向けた支援付きの『中間的就労』や、ＮＰＯ・社会

福祉法人等の『社会的企業』による就労の確保、中小企業や農業分
野などの『協力企業・事業体』の拡大を通じて多様な就労機会を創
出。     

 
 

 
生活困窮者に対して債務整理や家計再建に向けた指導、自立後

の生活設計指導を行うとともに、家計再建のための貸付を実施。 
   

 

 
離職等により安定的な住まいを失った生活困窮者が、社会的な自

立に向けた活動を行う上での生活の基盤となる住居を確保。 
  

 
 
中学・高校の生活保護家庭の子どもや高校中退・不登校者に対し

て、教育関係機関と連携しながら、養育相談や学習支援を実施。 
   

   

 
 
■生活困窮者対策と生活保護制度の見直し

について総合的に取り組むための７ヶ年(

平成25～31年度)の『生活支援戦略』（仮

称）を策定する。（日本再生戦略の策定に

併せて検討を進め２４年秋目途に策定） 
 
(※)上記戦略については、一体改革に盛り込まれた各種

の低所得者対策の具体的措置内容やその効果、消費税
の逆進性対策としての再分配に関する総合的な施策(総

合合算制度、給付付き税額控除等) の検討状況等を踏

まえ、必要に応じ見直しを行う。 
 

 

  生活困窮者への支援体制の底上げ・ 

  強化を図るため、体制整備を計画的に 

   進めるための国の中期プランを策定。 

 

 

 

生活困窮者への支援を安定的に実施して

いくため、法制化することも含め、支援体

系を整備することが必要。その際、パーソ

ナル・サポート・サービスの制度化の検討

や、ＮＰＯや社会福祉法人等の民間機関

との協働を進める。 

 

  

  自立の助長をより一層図るとともに、国・ 

   地方自治体の調査権限の強化などの不 

   正受給対策を徹底する観点から、生活 

   保護法改正も含めて検討する。 

  (※)先行的に行った、国と地方自治体との間での協

議を踏まえ、実施可能なものから先行実施。 

 

※ ハローワークと一体となった就労支援の一層の強化策については、別途検討中 

    

■国民一人ひとりが社会に参加し、潜在能力を発揮するための「社会的包摂」を進めると
ともに、生活保護を受けることなく、自立することが可能となるよう、就労・生活支援を実施
。 

生活困窮者対策と生活保護制度の見直しの方向性について 

「早期把握、早期支援、早期脱却」の

推進 

 生活困窮者・生保受給者に対する
早期把握や早期支援を実施し、 早
期の就労・自立に結びつける。 
 

 「新しい公共」の推進 

 ＮＰＯ等の民間機関が、生活困窮
者に対する支援事業を積極的に展
開する。 
 

 「貧困の連鎖」の防止 

 子どもが教育を受ける段階からの
支援により、貧困が親から子へ連鎖
する「貧困の連鎖」を断ち切る。 

「貸付」と「居住の確保」によるセーフ

ティ・ネットの構築 

 離職等による生活困窮者に対する
「貸付」と「居住の確保」により、生保
に陥らないようにする。 
 

「生活支援戦略」（仮称）の策定 

②ステージに応じた伴走型支援の実施 

③民間との協働による支援 

④多様な就労機会の確保 

⑤債務整理や家計の再建を支援 

⑥安定した居住の場の確保 

⑦中高生に対する支援の強化 

①生活困窮者支援体制の計画的な整備 

②生活困窮者支援体系の整備（法制化も
含む） 

③生活保護制度の見直しの実施 

①生活困窮・孤立者の早期把握 

生活困窮者支援体系のポイント 
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 ○ 「生活保護制度に関する国と地方の協議」において、生活保護制度の見直しを検討 
   ・23年12月に「中間とりまとめ」→ 今後、「当面取り組むべき施策」を実施するとともに、「制度の見直し」を協議検討 

＜主な制度の見直しの方向性＞ 

制度の見直し 

 

 

 

   

＜当面の対応＞ 

－生活保護基準について、一般低所得世帯の消費実態との比較検証（全国

消費実態調査等に基づく調査分析） 

－就労・社会的自立・健康管理を促進する観点から基準体系を見直し 

－就労収入の一部を積み立て、生活保護脱却時に一括還付する制度の導入 

 

－自立に向けた家計・生活面の見直し指導を強化 

－生活保護脱却後のフォローアップも含めた伴走型支援 

－地方自治体の調査権限の拡大（就労活動等に関する事項の調査） 

－医療機関に対する国による直接指導権限の導入 

－医療機関に対する指導に係る調査等の民間委託の導入 

－罰則（現行：３年以下の懲役または30万円の罰金）の引上げ 

生活保護制度の見直し 

※医療扶助の一部自己負担については、以下の理由から慎重な検討が必要。 

① 必要な受診を抑制してしまうおそれ 

② 生活保護受給者が医療費を立て替える資力があると考えることは、最低生活を保障する制度の趣
旨になじまない  

③ 生活保護受給者への償還払いを行う場合であっても、福祉事務所の事務負担が増加 

－「福祉から就労」支援事業の抜本強化 

２．就労・自立支援の強化 
①期間を設定した「早期の集中的な」就労・自立支援 
－保護開始直後から、期間を定めて集中的に就労支援を行う方針を国が策定 

②就労・自立支援プログラム等の拡充や体制整備 
－「福祉から就労」支援事業等の就労・自立支援プログラムの拡充、このた

めの就労支援員（1,732名→2,200名）、就職支援ナビゲーター（700名

→1,000名）の増員 

③自立支援プログラムへの参加や求職者支援制度の利用 
－稼働能力のある人の自立支援プログラムへの参加を促す措置の導入、必要

と認められた人の求職者支援制度の利用 

④高齢者等の社会貢献活動・就労体験の拠点整備 
⑤ケースワーク業務の外部委託の推進 
－地方自治体のケースワーク業務の外部委託の促進 

 

 

①電子レセプトを活用した重点的な点検指導 

－生活保護受給者の患者が極めて多い医療機関、 

向精神薬の重複処方の事案などを効率的に抽 

出する機能を付与 

－指導等の対象となりうる医療機関等を選定する 

基準を策定 

②セカンド・オピニオン制度の推進 

－複数医療機関による適正な検診結果の確保 

（検診命令の活用）  

③後発医薬品の使用促進 

－「医療扶助相談・指導員」を配置 

医療扶助の適正化 

 
①資産調査の強化 
－「本店一括照会方式」の活用による金融機関への資産調査を強化 

②「不正告発」の目安の提示 
－不正事案に関する告発の目安を提示       

③保護申請時の暴力団排除の徹底 
－保護申請時に暴力団員でないことの申告を求める 

制度運用の適正化 

平成２２年度生活保護負担金（事業費ベー
ス）の扶助別の内訳 

全体の約半分は医療扶助が占めている。 

生活扶助

11552億
(35%)

住宅扶助

4996億
(15%)

介護扶助

659億
(2%)

医療扶助

15701億
(47%)

その他の扶助

388億(1%)

33,296

億円


